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研究要旨 
研究目的 

本研究の目的は、①国内外の血液製剤の動向を把握すること、②医学生の輸血実習を見学型から参加型に変
更することで献血教育に与える影響を明らかにすることである。 
研究方法 
①国内の血液使用実態を令和 6 年度の全国調査結果に基づいて分析するとともに、新規血液製剤の開発動向に

関する情報を収集した。 
②東京慈恵会医科大学の 4 年生を対象に、従来の見学型輸血実習を献血体験や献血者リクルート活動を含む参

加型に変更し、献血教育におけるその効果を検討した。 
研究結果 
①全国調査には、国内で輸血を実施している全 9,173 施設のうち、4,831 施設が回答した（回答率 52.7%）。赤

血球、血小板、新鮮凍結血漿、免疫グロブリン製剤の使用量は近年増加傾向にあり、アルブミン製剤は減少
傾向にあった。アルブミン製剤の自給率は上昇している一方、免疫グロブリン製剤は供給不足の影響で自給
率が低下していた。新規血液製剤の国内での製造・開発にはまだ課題が多く時間を要する見込みである。 

②従来の実習形式では学生が献血することがほとんどなかったことと対照的に、2024 年度実習では、108 名
中 51 名が献血を希望し、32 名が実際に献血した（うち 29 名が初回）。実習後アンケート結果から、実習に
対する満足度は高く、献血に対する理解と意識の向上が確認された。 

考察 
①各血液製剤の使用量が漸増している一方で、その適正使用に関する評価については、その対象製剤も評価方

法も病院規模により差がある。実際の輸血例における適正使用の割合については今後調査していく必要があ
る。また、使用量増加に伴う自給率低下が著しい免疫グロブリン製剤については、使用指針の整備が今後求
められる。新規血液製剤の導入に向けては、海外での使用動向をエビデンスベースで調査していく必要があ
る。 

②今回の参加型輸血実習では、医学生に対する献血教育効果に加え、献血者増加という社会的成果も確認され
た。今後は実習参加者における献血継続の有無など追跡調査を予定している。 

結論 
①国内の全国調査結果から、最近の赤血球製剤、血小板製剤、新鮮凍結血漿、免疫グロブリン製剤の使用量は

漸増、アルブミン製剤の使用量は漸減している。また、新規血液製剤の国内での製造・開発には課題が多く
ある。 

②今回の参加型輸血実習は医学生が献血体験もしくは献血者リクルート活動を通してその重要性を認識する
重要な献血教育機会となった。 
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Ａ．研究目的 
①国内外の血液製剤の動向に関する調査を行い、そ
の動向を把握する。 
②医学生の輸血実習（日赤訪問実習）を見学型から参
加型に変えることが医学生の献血教育に及ぼす影響
を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
①国内での血液使用実態を日本・輸血細胞治療学会
（厚生労働省からの委託）による「令和 6 年度血液
製剤使用実態調査」結果に基づき分析する。また、新
規血液製剤の開発動向の関連情報を集約する。 
②東京慈恵会医科大学医学部 4 年生を対象とした輸
血実習（日本赤十字社訪問：製剤製造と献血ルーム）
の方式を大きく見直し、2024 年度に見学型から参加
型（献血ルームでは献血体験または献血者募集活動
のいずれかを必ず実施する）に変更した。それによる
学生の献血教育への影響を検討した。 
（倫理面への配慮） 
①は該当なし。②は大学における通常の教育活動範
囲内のものであり該当なし 
 
Ｃ．研究結果 
①令和 6 年度血液製剤使用実態調査（調査対象：2023
年 4 月～2024 年 3 月）には、全国の輸血実施施設
9,173 施設のうち、4,831 施設（回答率 52.67％）が
回答した。赤血球製剤、血小板製剤、新鮮凍結血漿の
総使用数は 503.9 万単位（256 万バッグ）、731.8 万
単位（69.6 万バッグ）、179.3 万単位（75.3 万バッグ）
であり、いずれも直近 5 年で漸増傾向であった（国
内の供給量の 8 割以上を本調査で捕捉）。 
アルブミン製剤（使用施設：2,729 施設）の総使用量
は 19,270kg であり、過去 2 年間で漸減傾向であった。
等張、高張アルブミン含め国産の使用本数が増え、海
外産が減少していた。アルブミン製剤の自給率は
2016 年以降から漸増しており 23 年度は 71.1%であ
った。 
免疫グロブリン製剤の総使用量は 92,400g で、この
5 年で増加傾向にあった。10%ヴェノグロブリンの使
用頻度が最も多く全体の半数を占めた。次いでグロ
ベニン、ベニロンの順であった。病態別の使用量は、
慢性炎症性脱髄性多発根神経炎（CIDP）が最多で、川
崎病、重症筋無力症がそれに続いた。免疫グロブリン

製剤の自給率は供給不足の影響もあり低下傾向で、
23 年度は 75.3％であった。 
（以上の結果は、令和 6 年度血液製剤使用実態調査
報告書および適正使用調査会用資料（日本輸血・細胞
治療学会 輸血業務に関する総合的調査実施小委員
会）を参照） 
現在国内外で開発が進められている新規血液製剤に
は、(a)低力価 O 型全血、(b)冷蔵血小板、(c)凍結乾燥
血漿、(d)iPS 血小板などがある。(a)～(c)は主に出血・
外傷患者向けのものであり、欧米の一部で臨床使用
されているが、国内での製造・開発（特に製剤用のバ
ッグシステム、製剤の使用条件、臨床試験など）には
数年単位の時間を要する見込みである。(d)は HLA 欠
失 iPS 細胞由来の人工血液であり、すでに自己輸血
例が報告されているが（Sugimoto N et al. Blood 2022）、
コスト面での課題が大きく製造者も現段階では未定
である。 
②コロナ禍以前の同実習では、献血する学生はほぼ
いなかったが、24 年度学生 108 名のうち 51 名が献
血を希望し、32 名が実際に献血を体験した。そのう
ち 29 名が初回献血者であった。15 名が Hb 低値、穿
刺困難、海外渡航歴等で献血基準外であった。実習後
アンケートでは、実習全体の満足度が 5 点満点中平
均 4.5 点と高評価であり、「実習での学びや気づき」
として、一般の献血者の様子やルーム環境、スタッフ
対応などを含む［実習体験］と［献血の重要性］に関
する記載が多く見られ、献血に関する学びが得られ
ていたことがうかがわれた。 
 
Ｄ．考察 
①血液製剤の適正使用について、病床数の多い施設
（300 床以上）の多くでは、輸血オーダー時と輸血実
施後ともに赤血球製剤、血小板製剤、新鮮凍結血漿の
3 製剤全てが評価対象となっていた。その一方で、小
規模施設での適正使用評価対象は主に赤血球製剤で
あった。3 製剤の使用量は漸増しているが、その適正
使用割合などについて今後は調査していく必要があ
ると考えられた。 
アルブミン製剤の自給率上昇（2016 年～）には、同
製剤の使用ガイドラインが公開されたこと、「血液製
剤の使用指針」（厚生労働省医薬・生活衛生局）の冒
頭に血漿分画製剤の国内完全自給を目指す必要性が
明記されたことが影響していると考えられた。また、
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2022 年に国内製品と海外製品の薬価差が解消され
たこと、そして国産製剤であることを採用判断根拠
としている施設が多いことも影響していると考えら
れた。 
免疫グロブリン製剤について、病床数の多い施設
（300 床以上）では特にヴェノグロブリン（10%製
剤）の使用割合が高く、グロベニンやベニロン（5%
製剤）よりも高濃度で、使用に際して溶解が不要であ
るなど高い利便性がそれに影響していると考えられ
た。その一方で、小規模（特に無床の診療所等）では
ハイゼントラ（20%皮下注製剤）の使用割合が高く（3
割程度）、外来で投与しやすい点が影響していると考
えられた。アルブミン製剤とは異なり、免疫グロブリ
ン製剤の使用に関するガイドラインはなく、今後の
需要増加に備えて、適正使用や投与前後の評価など
のあり方を検討する必要性も本調査から示唆された。 
 各種の新規血液製剤の国内での製造・開発の点で
課題が多く、まだ使用承認が見通せる段階には達し
ていないことがわかった。今後は、国内での使用承認
を促進するべく、海外での使用動向をエビデンスベ
ースで調査していく必要がある。 
②国内では卒前に輸血教育が行われる時間が少なく、
当然ながら献血教育の機会は非常に限られている。
今回の参加型輸血実習は、実習の本来の目的（学生の
輸血・献血に関する学び）を果たすだけでなく、血液
事業への貢献（献血者の増加）という点でも成果があ
ったと考えられた（投稿準備中）。今後は、この実習
に参加した学生がその後に献血を繰り返しているの
か、あるいは実習後に初めての献血にチャレンジし
た学生がいたのかなどの追跡調査を予定している。
なお、この実習の中で、分担研究者（佐藤）は、自身
の国内外での献血経験（佐藤. 血液事業 46(4);765-
774,2024）に基づき献血の重要性を学生に伝えてい
る。国外での最近の献血経験についても報告予定で
ある（血液事業誌に投稿中）。 
 
Ｅ．結論 
①国内の使用実態調査から、この数年で赤血球製剤、
血小板製剤、新鮮凍結血漿、免疫グロブリン製剤の使
用量は漸増、アルブミン製剤の使用量は漸減してい
る。そして、新規血液製剤の国内での製造・開発には
これから克服すべき課題が多くある。 
②今回の参加型輸血実習は医学生が献血体験もしく

は献血者リクルート活動を通してその重要性を認識
する重要な献血教育機会となった。 
 
Ｆ．健康危険情報 

該当なし（分担研究報告書のため） 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3.その他 
なし 
 
※若年層に対する献血推進の方策とその効果に関す
る研究 (R6-R7) 
(3)献血者の再来に関する行動分析学的要因の探索
をパイロット調査(R6)と大規模調査(R7)により明ら
かにする。【佐藤】 
こちらについては、東京都赤十字血液センターから
の献血者へのアプローチに関する協力が得られなか
ったため、中止とした。 
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